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令和３年度外国人介護福祉士候補者学習支援事業実施団体公募要領 

 

 厚生労働省では、日インドネシア経済連携協定、日フィリピン経済連携協定及び

日ベトナム交換公文に基づく外国人介護福祉士候補者（以下「候補者」という。）

として入国した者に対する学習支援事業を委託する団体（以下「実施団体」とい

う。）を選定するために、以下の要領で公募します。 

 なお、この公募は事業実施期間を十分確保するため、令和３年度政府予算案に基

づき、予算成立前に公募を行っています。採択・執行に当たっては、国会での令和

３年度予算成立が前提となりますので、今後、事業内容や実施時期等に変更があり

得ることを御承知置きください。 

 また、新型コロナウイルス感染症の状況等により、事業内容、実施方法等につい

て変更する場合があります。 

 

１．事業の目的 

候補者が、介護福祉士国家試験（以下「国家試験」という。）の合格に向けて効

率的・効果的な学習を行えるよう、日本語学習を含めた総合的な支援を行うことを

目的としています。 

 

２．委託費の交付について 

（１）委託費について 

  本委託費は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年

法律第 179 条）など関係法令の規定によるほか、別に定める「外国人看護師・

介護福祉士等受入事業委託費交付要綱」及び「外国人介護福祉士候補者学習支

援事業実施要領」の定めるところにより、（２）の基準額の範囲において交付

します。 

 

（２）基準額 

   127,064 千円（上限額） 

   なお、原則として今回の企画における総事業費（別添「令和３年度外国人介

護福祉士候補者学習支援事業応募書類記入要領・様式」様式２に記載する額ま

で）を申請の上限としてください。 

 

（３）対象経費 

   人件費（職員基本給、職員諸手当、社会保険料、児童手当拠出金（当該事業

に従事した分に限る。））、賃金、謝金、旅費（講師等旅費、職員旅費、研修旅

費）、通信運搬費、印刷製本費、消耗品費、図書費、雑役務費、借料及び損料、

会議費、備品購入費、委託料 
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（４）留意事項 

集合研修及び模擬試験時の食費、研修テキスト代及び宿泊費は候補者負担

として差し支えありません。研修会場への旅費は委託費で対応してください。 

 

３．事業の内容 

（１）候補者 

候補者は、本事業の他、国が委託する「外国人看護師・介護福祉士受入支援

事業」において、公益社団法人国際厚生事業団が配布している教材等を活用し

て学習を行っています。本事業においては、候補者が国家試験に合格できるよ

う能力を引き上げることに重点をおいて支援してください。 

なお、候補者は、訪日前、訪日後の日本語研修を受けており、平成 24 年度

以降に入国した各候補者の８割以上は、日本語レベルについて、入国時点で、

日本語能力試験「Ｎ３」程度に達しています。 

 

（２）到達目標 

国家試験合格に向けて計画的に学習を進めるため、以下の到達目標を達成

するよう支援してください。 

 

区分 到達目標 目標設定の意図 

令和２年度入国者 

 

・介護分野の専門用語を読む、書く、

話す 

・高齢特性、障害特性及び疾病等を

理解する 

介護現場で就労す

るために必要な基

礎知識を身につけ

る必要があるため 

令和元年度入国者 ・国家試験の各出題領域に関する基

礎知識の習得する 

国家試験受験に向

けて国家試験の全

体像を理解するた

め 

平成30年度入国者 ・国家試験合格水準の知識を身につ

ける 

国家試験受験にあ

たっての能力を確

保するため 

平成29年度入国者

のうち滞在延長対

象者 

・国家試験合格水準の知識を再確認

する（今までの学習内容の復習） 

同上 

再チャレンジ支援 ・同上 同上 

注）国家試験の各出題領域：人間と社会、介護、こころとからだのしくみ、医療的ケア 

 

（３）実施内容 

事業内容は、以下に掲げる事業とします。本事業は全国の候補者を対象と

しており、一部の地域に限定した取組は想定していません。（参考１参照） 
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なお、①から③までの学習支援の内容は、介護分野の専門用語を主とした

日本語の学習、介護福祉士として備えるべき介護等に係る知識及び技術に関

するものとします。 

 

① 介護福祉士試験初回受験者支援（ファーストチャレンジ）事業 

   令和２年度、元年度、平成 30 年度入国者に対し、学習支援として集合研修、

オンラインによる研修、模擬試験、通信添削指導を行います。 

 

注１）集合研修は、候補者の学習の進捗状況等に応じ、座学、実習を組み合わせて   

行ってください。 

注２）それぞれの実施回数について、具体的な定めはありませんが、各々の候補者が「３

(２)到達目標」に到達できるよう設定してください。 

注３）集合研修と模擬試験は同時に実施可能です。 

注４）通信添削指導の宛先は候補者受入施設としてください。また、送付・回収方法は、

郵送・メール・FAX のどの方法で実施しても差し支えありません。 

 

② 滞在延長者支援（セカンドチャレンジ）事業 

平成 29 年度入国者のうち滞在延長対象者に対し、学習支援として集合研

修、オンラインによる研修、模擬試験、通信添削指導を行います。 

  

注１）集合研修は、候補者の学習の進捗状況等に応じ、座学、実習を組み合わせて行っ

てください。 

注２）それぞれの実施回数について、具体的な定めはありませんが、候補者が「３(２)

到達目標」に到達できるよう設定してください。 

注３）集合研修と模擬試験は同時に実施可能です。 

注４）通信添削指導の宛先は候補者受入施設としてください。また、送付・回収方法は、

郵送・メール・FAX のどの方法で実施しても差し支えありません。 

 

③ 再チャレンジ支援（リチャレンジ）事業 

介護福祉士資格を取得できず帰国した者に対し、学習支援として模擬試験、

通信添削を行います。 

 ※学習支援に関する相談に対応する窓口を設置します。 

 

注１）それぞれの実施回数について、具体的な定めはありませんが、候補者が「３(２)

到達目標」に到達できるよう設定してください。 

注２）模擬試験の実施に当たっては、在インドネシア日本国大使館及び在フィリピン日

本国大使館の協力(会場貸出や試験監督等)を受けることができます。各大使館の協

力を受ける場合は、実施時期などの大使館との調整は厚生労働省で行います。  

なお、自宅での受験も認めているため、本人の希望を確認し実施してください。 
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④ チャレンジマネジメント事業 

（ア）内容 

①から③までの事業にフィードバックすることで効果的な学習支援を

行うため、①から③までの事業により得られた候補者ごとの模擬試験及

び通信添削指導の点数、集合研修時の評価等を管理・集計・分析します。 

 

（イ）報告事項 

2021 年 12 月末までに令和３年度国家試験を受験する候補者の学習の

進捗状況（模擬試験結果等）を報告してください。また、2022 年３月末

までに候補者全員の到達目標の達成状況を報告してください。 

なお、厚生労働省から本事業に関する情報を求められた場合は、適宜

報告してください。 

 

（４）その他留意事項 

・ ①から③の事業については、新型コロナウイルス感染症の状況により集合研

修や模擬試験が実施できない場合であっても、代替手段を講じて実施して下

さい。 

・ 新型コロナウイルス感染症の状況等を踏まえ、実施団体決定後に、厚生労働

省と協議のうえ、事業内容について、一部変更・追加等をお願いする場合が

あります。 

・ 再委託を行う場合、事業費総額に対する委託費の比率が 50％を超えること

はできません。 

 

 

 

＜参考１＞候補者の都道府県別受入れ人数 

候補者の都道府県別受入れ人数（令和３年１月１日現在。）は以下の表のとお

りであり、これを踏まえ全都道府県の候補者に対して学習支援を行ってくださ

い。平成 29 年度入国者は、このうちの滞在延長を認められた候補者となりま

す。（令和元年度（平成 28 年度入国者）実績：受験者数 569 人、不合格者数 284 人、滞

在延長基準点以上 263 人） 

 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響により入国及び就労開始が当初予

定より遅れている、令和２年度入国予定の介護福祉士候補者は、表の人数には

含まれていませんが、当事業の対象となる予定です。各国の令和２年度入国予

定の人数は、例年と同程度の予定です。 
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【外国人介護福祉士候補者 都道府県別受入れ人数（令和３年１月１日現在】 

 

 

 

４．事業の実施期間 

 事業の実施期間は、2021 年４月１日（※）から 2022 年３月 31 日とします。 

※ 事業実施団体の採択日が４月１日を越える場合は、採択日以降に実施する

事業に係る経費についてのみの補助となる場合があります。 

 

 

北海道 0 0 6 4 10 0 1 0 1 0 0 1 1 0 3 0 3
青森県 0 0 2 0 2 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0
岩手県 0 2 0 0 2 0 1 0 1 2 0 0 2 0 1 0 1
宮城県 0 4 3 0 7 6 0 0 6 1 0 0 1 0 0 0 0
秋田県 0 0 1 0 1 2 2 0 4 0 2 0 2 0 0 0 0
山形県 0 3 4 0 7 0 0 0 0 3 2 0 5 0 0 0 0
福島県 0 2 0 0 2 2 0 0 2 0 2 0 2 0 0 0 0
茨城県 0 13 10 0 23 5 10 7 22 2 3 4 9 0 8 0 8
栃木県 0 0 7 1 8 0 1 3 4 0 5 5 10 0 0 1 1
群馬県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
埼玉県 0 9 4 0 13 13 9 1 23 5 2 2 9 0 0 0 0
千葉県 0 11 13 12 36 20 8 18 46 16 16 26 58 1 2 0 3
東京都 0 29 12 41 82 27 12 42 81 37 5 24 66 10 5 1 16
神奈川県 0 32 18 20 70 55 25 19 99 53 20 23 96 5 16 1 22
新潟県 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
富山県 0 2 1 0 3 0 3 0 3 0 5 0 5 1 1 0 2
石川県 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0
福井県 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 2 0 2
山梨県 0 7 0 5 12 1 0 2 3 1 0 8 9 2 0 0 2
長野県 0 3 0 14 17 1 0 13 14 3 1 6 10 1 0 1 2
岐阜県 0 4 8 5 17 8 3 10 21 5 4 6 15 1 1 0 2
静岡県 0 5 16 4 25 3 9 0 12 0 8 0 8 0 1 0 1
愛知県 0 14 34 15 63 9 32 15 56 4 27 18 49 8 13 1 22
三重県 0 0 1 0 1 0 1 0 1 0 0 0 0 2 0 0 2
滋賀県 0 1 0 0 1 0 1 0 1 2 0 0 2 0 0 0 0
京都府 0 4 2 1 7 2 1 6 9 0 0 0 0 0 0 0 0
大阪府 0 20 23 14 57 14 35 9 58 23 29 17 69 4 5 0 9
兵庫県 0 25 23 13 61 28 11 22 61 14 15 14 43 6 8 1 15
奈良県 0 8 5 7 20 10 17 2 29 8 2 5 15 1 1 0 2
和歌山県 0 4 3 0 7 1 2 0 3 4 0 0 4 2 1 0 3
鳥取県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
島根県 0 0 1 0 1 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0
岡山県 0 33 26 8 67 26 19 6 51 19 21 7 47 5 5 0 10
広島県 0 4 6 3 13 6 2 4 12 8 5 3 16 1 3 0 4
山口県 0 0 2 1 3 0 0 2 2 5 2 0 7 3 0 1 4
徳島県 0 22 11 4 37 16 11 0 27 11 4 1 16 14 1 0 15
香川県 0 14 12 0 26 13 8 0 21 16 25 0 41 1 8 0 9
愛媛県 0 0 4 0 4 4 3 0 7 11 3 0 14 7 4 0 11
高知県 0 0 1 1 2 0 4 3 7 0 8 0 8 0 1 0 1
福岡県 0 16 13 0 29 12 7 1 20 8 5 2 15 1 3 0 4
佐賀県 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 2 0 2 0 0 0 0
長崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
熊本県 0 0 1 0 1 6 2 0 8 0 0 0 0 0 0 0 0
大分県 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 1 0 0 0 0
宮崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
鹿児島県 0 2 0 2 4 3 0 0 3 3 0 0 3 0 1 0 1
沖縄県 0 2 1 0 3 1 2 0 3 2 1 0 3 0 2 0 2

計 0 0 0 0 298 274 175 747 294 248 185 727 266 225 172 663 76 96 7 179

令和２年度来日

インドネシア人

候補者

フィリピン人

候補者

ベトナム人

候補者
計

都道府県
インドネシア人

候補者

フィリピン人

候補者

ベトナム人

候補者
計

令和元年度来日

インドネシア人

候補者

フィリピン人

候補者

ベトナム人

候補者
計

30年度来日 29年度来日 28年度来日

インドネシア人

候補者

フィリピン人

候補者

ベトナム人

候補者
計

インドネシア人

候補者

フィリピン人

候補者

ベトナム人

候補者
計

新型コロナ感

染症の影響で、

2020年度（令

和２年度）候

補者の来日及

び就労開始は

当初予定より

遅れています。

（人数は令和

元年度と同程

度の予定で

す。）
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５．応募資格 

次のすべての要件を満たす民間団体等とします。 

・ 日本に拠点を有していること。 

・ 本事業を的確に遂行するに足る組織、人員等を有していること。 

  ・ 本事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等につ

いて十分な管理能力、及び精算を適正に行う経理体制を有していること。 

  ・ 外国人に対する教育、又は外国人を日本に受け入れての研修事業について

十分な知見及び実績を有し、厚生労働省と密接かつ協調的に連絡体制を構

築しつつ、本件委託業務を円滑に実施できる者であること。 

・ 厚生労働省から補助金交付等停止、又は指名競争入札における指名停止

を受けている期間中でないこと。 

・ 予算決算及び会計令第 70 条及び第 71 条の規定に該当しない者であるこ

と。 

 

６．応募方法等について 

（１）応募書類 

   応募書類は、「令和３年度外国人介護福祉士候補者学習支援事業応募書類記

入要領・様式」にしたがって日本語で作成してください。  

① 企画書（様式１） 

② 所要見込額調書（様式２）                

③ 提案者の概要（会社概要等）がわかる資料     

（ア）定款又は寄付行為 

（イ）直近の財務諸表 

（ウ）その他概要がわかる資料（パンフレット等） 

※ 再委託が見込まれる場合には、再委託先の概要がわかる資料 

（パンフレット等）を提出して下さい。 

④ その他提案内容を補足するために必要な参考資料  

   ※ 応募書類はＡ４サイズとし、７部提出してください。 

  

（２）提出期限 

持参の場合：令和３年２月 22 日（月）午後３時 

郵送の場合：令和３年２月 22 日（月）必着 

応募書類は、「８．応募書類の提出先及び問い合わせ先」へ持参又は郵送（配

達証明等で到着を確認して下さい。）にて提出してください。 

なお、期限を経過した後に提出された応募書類については、いかなる理由が

あろうとも無効として審査対象外とします。 

 

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、令和３年度外国人介護 

人材受入促進事業の説明会は以下の日時でオンラインにて実施します。 
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   日時：令和３年２月９日（火）17 時 00 分 

 

   説明会への参加を希望する方は、「（４）提出先及び問い合わせ先」記載のメ

ールアドレスへ令和３年２月８日（月）午後１時までにメールで申し込みくだ

さい。その際、当日参加される方の所属、氏名、連絡先（電話・メール）等に

ついても併せてご連絡ください。 

当日は、Zoom（WEB 会議サービス）を用いて実施しますので、それに対応

した電子機器等をあらかじめご準備ください。また、お申し込みいただいた

メールアドレス宛に、Zoom による説明会のご案内をお送りさせていただき

ます（申込みされていない方への転送はご遠慮ください）。 

 

７．評価・決定 

（１）評価方法 

   評価は、当省に設置する「外国人介護福祉士候補者学習支援事業実施団体の

公募に係る評価委員会」において、原則として応募書類に基づき行います。ま

た、必要に応じてヒアリングを実施する場合があります。 

 

（２）評価基準 

  ① 企画内容 

    ・ 事業内容が到達目標を達成できるものとなっているか。（新型コロナ

ウイルス感染症の状況による代替手段も含む。） 

    ・ 候補者へ学習の同一機会を提供することができるか。 

    ・ 外国人候補者向けの事業として、配慮や工夫がされた事業内容と 

     なっているか。 

    ・ 新型コロナウイルス感染症対策が講じられているか。 

 

  ② 業務遂行体制 

    ・ 業務を遂行するために必要な根拠（人員、設備、資金）が示されて 

いるか。 

・ 事業の効率性が担保されているか。 
 

（３）結果の通知等 

  実施団体決定後、速やかに書面にて結果の通知を行います。 

  なお、委託費については、実施団体決定の通知後に必要な手続きを経て、交

付します。 

 

（４）その他 

   以下の事項について、あらかじめ御了承ください。 

   ① 個別の企画内容に対する質問は受け付けないこと。 

② 個別の企画内容に対する助言は行わないこと。 
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   ③ 評価は非公開で行うこと。 

④ 提出された企画書等は返却しないこと。 

   ⑤ 実施団体の決定について、個別の問い合わせに応じないこと。 

 

８．応募書類の提出先及び問い合わせ先 

〒100-8916 東京都千代田区霞が関１－２－２ 

厚生労働省 社会･援護局 福祉基盤課福祉人材確保対策室（４階） 

担当：礒部・榊原・羽染 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線：２８４４） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－９８９８ 

メール：gaikoku-kaigo@mhlw.go.jp 

※ 持参の場合の受付時間及び問い合わせの受付時間は、月曜日～金曜日（祝

祭日を除く。）の午前 10 時～午後５時（午前 11 時半～午後０時半を除く。）

とします。 

  事前に入館登録が必要なため、持参日がわかりましたら担当までご連絡く

ださい。 

※ 郵送で提出する場合は、宛名面に「学習支援事業応募書類在中」と朱書き

で明記してください。 


